
令和２年１１月定例県議会

島 根 県





第４７４回島根県議会提出議案等一覧

Ｒ２．１１．１８提案分

区 分 議案No 議 案 名

議案 予算案 １２２ 令和２年度島根県一般会計補正予算（第８号）

(15件) (３件)

１２３ 令和２年度島根県臨港地域整備特別会計補正予算（第２号）

１２４ 令和２年度島根県電気事業会計補正予算（第２号）

条例案 １２５ 島根県立男女共同参画センター条例の一部を改正する条例

(７件) 県立男女共同参画センターの利用者の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止及び利

用の促進を図るため所要の改正

施行日：令和３年４月１日

１２６ 知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例

地方自治法施行令の改正を踏まえ、海区漁業調整委員会の委員の損害賠償責任の一部免

責について所要の改正

施行日：公布の日

１２７ 知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

市町村への権限移譲計画に基づき、次に掲げる事務に係る権限移譲について所要の改正

①特定非営利活動促進法に基づくＮＰＯ法人の設立の認証等の事務について、知夫村に

権限を移譲

②母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく母子・父子・寡婦福祉資金の貸付けに係る申

請の受理等の事務について、益田市及び大田市に権限を移譲

③引用条項の整理

施行日：①、②令和３年４月１日

③公布の日

１２８ 県税外収入金の延滞金徴収に関する条例の一部を改正する条例

地方税法の改正を踏まえ、県税外収入金の延滞金について所要の改正

施行日：令和３年１月１日
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区 分 議案No 議 案 名

条例案 １２９ 警察職員の住宅の用に供するための普通財産の無償貸付けの特例に関する条

つづき 例

警察職員の住宅の用に供するための普通財産の無償貸付けの特例について必要な事項を

規定

施行日：令和３年４月１日

１３０ 公衆浴場法施行条例及び旅館業法施行条例の一部を改正する条例

公衆浴場、旅館等の利用者の健康被害の防止を図るため、営業者の講じなければならな

い措置の基準について所要の改正

施行日：公布の日

１３１ 島根県農産物の種子及び種苗の安定的な確保に関する条例

多様化する需要に応じて的確に農産物を生産するために必要な種子及び種苗の安定的な

確保を図り、本県農業の持続的な発展に寄与するため、農産物の種子及び種苗の確保に

関し必要な事項を規定

施行日：令和３年４月１日

一 般 １３２ 公の施設の指定管理者の指定について（県立古代出雲歴史博物館）

事件案 ・指定する相手方：ミュージアムいちばた

(５件) ・指定する期間：令和３年４月１日から５年間

１３３ 当せん金付証票の発売について

島根県内において発売する当せん金付証票（宝くじ）の発売限度額の設定

・令和３年度発売総金額 55億円以内

１３４ 財産の取得について 高分解能分析走査電子顕微鏡 一式

取得の目的：機器の更新

取得の方法：購入（一般競争入札） 取得金額：75,900,000円

取得の相手方：日本電子株式会社広島支店

１３５ 契約の締結について 一般県道黒沢安城浜田線（長見工区）防災安全交付

金（改築）（仮称）長見トンネル工事

契約の方法：一般競争入札 契約金額：572,000,000円

工期：契約が成立した日の翌日から起算して246日目にあたる日まで

契約の相手方：大畑建設・堀工務店特別共同企業体

施工場所：浜田市長見町地内
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区 分 議案No 議 案 名

一 般 １３６ 変更契約の締結について 一級河川斐伊川水系塩冶赤川改修事業に伴う山陰

事件案 本線出雲市・西出雲間赤川橋梁改築工事

つづき 変更契約金額：1,256,318,000円（160,593,000円増額）

工期：令和４年３月末日まで

契約の相手方：西日本旅客鉄道株式会社

施工場所：出雲市天神町地内

報 告 報告21 専決処分事件の報告について（損害賠償） ９件

(２件) ・建造物損傷事故 １件 賠償額合計 12,540円

・車両損傷事故 ２件 賠償額合計 397,172円

・交通事故 ４件 賠償額合計 161,186円

・その他 ２件 賠償額合計 159,034円

報告22 専決処分事件の報告について（訴えの提起） １件

県営住宅家賃長期滞納者に対する明渡訴訟 対象者１名
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令和２年度１１月補正予算案について

１ 概 要

１１月補正予算は、新型コロナウイルス感染症の追加対策や、事業の延期

など感染症の影響により不用になる財源の基金積立など、早急に対応すべき

ものなどについて措置し、総額３７億円を計上する。

 主な補正項目

① 新型コロナウイルス感染症対策 ３，６５７百万円

追加対策 ４，１３９百万円

Ⅰ 医療提供体制・感染症対策 ２，９２８百万円
・ 感染症の入院患者を受け入れる必要病床を確保する

経費の単価増などによる増額 １，２４５百万円

・ 医療従事者に対する慰労金の対象者増などによる増

額 １，３４２百万円

・ 消防学校の学生寮における感染防止対策のための改

修等を実施 ９６百万円

Ⅱ 県内経済や県民生活の回復に向けた施策 １４４百万円

・ 県内の旅行や視察などのための貸切バス等の利用支

援を継続 ５０百万円

・ 農産物の需要回復等の取組を行う生産者を支援 ７４百万円

・ 冬季における誘客プロモーションの強化 ２０百万円

Ⅲ 県民生活の支援 １，０６７百万円

・ 休業や失業等で収入減少した世帯に貸し付ける特例

の生活福祉資金の貸付原資を増額 ９６４百万円
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減額補正等 ▲４８２百万円

・ 国費の追加配分を活用した県単独事業から国庫補助

事業への振替 ７５０百万円

・ 事業の執行状況に応じた事業費の減額 ▲１，２３２百万円

※減額により生じた財源は今後の新型コロナウイルス感染症対策に活用

② その他

ア 令和２年度当初予算事業の減額補正 ▲５７７百万円
・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、来年度に

延期する大規模イベントや今年度実施が見込まれない

事業の予算を減額（一般財源▲５３１百万円）

イ 財政調整基金への積立 ５３１百万円
・ 来年度に延期する大規模イベントや今年度実施が見

込まれない事業の一般財源を財政調整基金に積み立て、

令和３年度当初予算の財源として活用

繰越明許費の設定

公共事業などに係る令和２年度から令和３年度への

繰越限度額の設定

・ 今回補正額 ３８，１６６百万円

・ 既議決額 １，９３９百万円

【参考】繰越明許費累計額 ４０，１０５百万円

 債務負担行為の設定

公共事業などに係る債務負担行為の設定 ４，９８４百万円

（追加分３，７４４百万円、変更分１，２４０百万円）

・ 債務負担行為を活用した工事施工時期の平準化 １，７２８百万円

人材不足が顕著な建設業における安定的な雇用の確保

のため令和３年度発注工事を一部前倒して年間工事量

を平準化

・ 古代出雲歴史博物館の指定管理料 １，５２７百万円

※ 債務負担行為とは、地方公共団体が翌年度以降に債務を負担することについて、その

原因となる事項、期間及び限度額を予算の内容として定めておくもの
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２ 令和２年度一般会計歳入歳出予算

９月補正後予算額 (ａ) ５，２６３億円

１１月補正予算額 (ｂ) ３７億円

補正後予算額 (ａ)＋(ｂ) ５，３００億円

＊対前年度同期比 １１０．６％

【参考】令和元年度 11月補正後予算額 4,791億円

３ 財 源

 国庫支出金 ３５億円

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 ２８億円

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ▲７億円

・その他国庫支出金 １４億円

 医療介護総合確保促進基金繰入金 １億円

 繰越金 １億円

合 計 ３７億円
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【追加対策】 （単位：千円）

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策

１．医療提供体制の強化

　入院患者を受け入れる病床の確保　 1

　かかりつけ医等の診療・検査体制の整備 2

　医療従事者等に対する慰労金 3

２．学校等における感染防止・学習環境の確保

　消防学校学生寮における感染防止対策 4

　県立大学における感染防止対策 5

　放課後児童クラブ・保育所等における感染症対応の支援 6

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策

１．県民による県内消費を喚起する施策

　貸切バス等を利用した県内移動・旅行の支援 7

２．県内経済を回復させる施策

　農産物の需要回復等の取組を行う生産者を支援 8,9

　冬季における誘客プロモーションの強化 10

Ⅲ．県民生活の支援

１．県民生活の支援

　休業・失業等による収入減少世帯への生活福祉資金の特例貸付 11

　社会福祉施設における感染拡大防止対策の支援 12

【減額補正等】

　新型コロナウイルス感染症対策予算の減額補正等　　② 13

　国費の追加配分を活用した県単独事業から国庫補助事業への振替

　事業の執行状況に応じた事業費の減額

新型コロナウイルス感染症対策 補正項目一覧（一般会計）

197,750

1,245,047

総　　　合　　　計　（①＋②） 3,657,171

▲ 481,873

750,000

合　　　計　　　① 4,139,044

964,492

102,100

補正
項目
番号2,928,080

2,785,097

事業費

142,983

1,066,592

36,223

▲ 1,231,873

144,372

1,342,300

96,426

50,000

50,000

1,066,592

10,334

94,372

74,372

20,000
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（単位：百万円）

年度 予算時期 予算総額

　生活福祉資金の特例貸付

　認可外保育施設等の感染拡大防止

　障がい児放課後等デイサービスの利用者の負担軽減

　感染症患者入院医療機関の設備整備支援

※　中小企業者等向け及び農業者・漁業者向けの制度融

　資資金は３月専決に先立って制度創設

　雇用調整助成金制度等の説明会や相談会の開催

　ＷＥＢを活用した合同企業説明会等による来春卒業
　生の就職活動支援

　県備蓄物資の追加整備

　しまねプレミアム宿泊券の追加発行　　等

　医療提供体制の強化

　学校における感染防止・臨時休業等への対応

　社会福祉施設等における感染防止対策

　県内経済を守る施策

　県民生活の支援

　県行政の体制強化

　ＰＣＲ検査対象の拡大

　ＰＣＲ検査体制の強化に向けた保健環境科学研究所
　の改修

　県立学校等における遠隔授業等の環境整備

　中小企業者等に対する相談体制の強化

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策

Ⅲ．県民生活の支援

Ⅳ．その他

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策

Ⅲ．県民生活の支援

Ⅳ．その他

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策

Ⅲ．県民生活の支援

Ⅳ．その他

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策

医療提供体制の強化

学校等における感染防止・学習環境の確保

Ⅱ．県内経済や県民生活の回復に向けた施策

県民による県内消費を喚起する施策

県内経済を回復させる施策

Ⅲ．県民生活の支援

44,786

44,594

（注）計数については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しない

【追加対策】　　4,139百万円

【減額補正等】　▲482百万円

3,657

６月補正

6,774

16,391

５月専決 724

Ｒ元

Ｒ２

〔参考：新型コロナウイルス感染症対策の全体像（一般会計）〕

合　　　計

うち予備費を除く令和２年度予算計上額

項　　　目

３月専決 214

予備費 191

10,833

７月専決 6,214

９月補正

４月専決

11月補正
（今回）
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主 な 補 正 項 目

１ 新型コロナウイルス感染症対策事業

【追加対策】

Ⅰ 医療提供体制・感染症対策
 医療提供体制の強化 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

１ 感染症入院患者等 1,245,047 新型コロナウイルス感染症患者等を受け 健康福祉部

病床確保事業 入れる医療機関において、入院用の病床を ［医療政策課］

あらかじめ確保してもらうための空床確保 ［薬事衛生課］

料や病床を確保する際に感染防止対策など

によりやむを得ず病床を休止するための費

用を助成

国の助成単価が増額されたことなどによ

り、予算を増額

［負担割合］

国10/10

区 分
空床確保料

（1床あたり日額）

【特定機能病院】
　・高度の医療の提供、開発及び評価、並びに研
    修を実施する能力を有する医療機関で厚生労
　　働大臣が承認
　　　※特定医療機関と同程度に新型コロナの重
　　　　症患者を受け入れている病院を含む

 ICU(集中治療室) 301,000円→ 436,000円
 HCU(高度治療室) 211,000円
 上記以外の病床   52,000円→  74,000円
  ※休止病床も対象

【特定機能病院以外】

 ICU(集中治療室) 301,000円
 HCU(高度治療室) 211,000円
 上記以外の病床   52,000円→  71,000円
  ※休止病床も対象

一般医療機関

 ICU(集中治療室)　97,000円
 重症・中等症患者の受入病床　41,000円
 上記以外の病床　 16,000円
 　※休止病床も対象

協力医療機関

 ICU(集中治療室) 301,000円
 HCU(高度治療室) 211,000円
 上記以外の病床　 52,000円
 　※休止病床も対象

［助成対象医療機関及び空床確保料］

・都道府県が指定
・新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定して、新型コロ
　ナウイルス感染症疑い患者を受け入れるための病床を確保

・都道府県が指定
・病棟単位で新型コ
  ロナウイルス感染
  症あるいは疑い
  患者用の病床確保

重点医療機関

要 件

・重点医療機関以外の新型コロナウイルス感染症患者等を入院させる医
　療機関
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

２ 発熱患者等の診療 197,750 インフルエンザ流行期に備え、発熱患者 健康福祉部

・検査体制整備事 等の診療・検査については、かかりつけ医 ［薬事衛生課］

業 等の地域で身近な医療機関で行うことにな

ったことに伴い、対応する医療機関の外来

診療体制の整備に要する経費を支援

［助成対象医療機関］

発熱患者等を診療する医療機関とし

て県が指定する診療・検査医療機関

［助成対象経費］

・ＨＥＰＡフィルター付きパーテー

ション

・ＨＥＰＡフィルター付き空気清浄機

・個人防護具 など

［負担割合］

国10/10
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

３ 新型コロナウイル 1,342,300 新型コロナウイルス感染症の感染リスク 健康福祉部

ス感染症対応従事 がある中で、感染の拡大防止・収束に向け ［医療政策課］

者慰労金交付事業 て対応している医療従事者等へ慰労金を支

（医療従事者等） 給

交付対象として医療従事者のほか、医療

事務職員や、院内清掃など医療機関内で勤

務にあたる受託業者の従事者等も交付対象

となったことなどにより予算を増額

［支給対象者］

医療機関等において患者と接する業

務に従事する医療従事者、医療事務職

員、院内業務の受託業者の従事者等

［支給要件］

対象期間に10日以上勤務した者であ

ることなど、国が定める要件を満たす

こと

［負担割合］

国10/10

［支給額］

新型コロナウイルス感染症患者受入医療機関
や、帰国者・接触者外来設置医療機関等に勤
務し、患者と接する医療従事者、医療事務職
員、院内業務の受託業者の従事者等

実際に、新型コロナウイルス感染症患
者（帰国者・接触者外来設置医療機関
の場合は、疑い患者を含む）に診療等
を行った医療機関等である場合

20万円
／人

上記の他、病院、診療所、助産所等に勤務し、
患者と接する医療従事者、医療事務職員、院
内業務の受託業者の従事者等

５万円
／人

上記以外の場合
10万円
／人
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 学校等における感染防止・学習環境の確保 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

４ 新 消防学校学生寮に 96,426 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 防 災 部

おける感染防止対 防止するため、消防学校学生寮の改修等を ［消防総務課］

策 実施

［改修内容］

和室の押し入れや備え付けの机等を

撤去の上、ベッド等を配置し、就寝時

等における学生同士の距離を確保する

など環境を整備

５ 県立大学における 10,334 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 総 務 部

感染防止対策 防止するため、県立大学松江キャンパスに [総 務 課]

おける環境整備を実施

［実施内容］

①寄宿舎浴室の改修

更衣室の増床やシャワーの増設な

ど感染防止のための改修を実施

②寄宿舎居室の感染防止対策

就寝時における飛沫の拡散を防止

するため、ベッドの周りにカーテン

を設置

③大学会館の換気対策

換気を行うため、窓及び換気機能

付きエアコンを設置
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

６ 保育所・放課後児 36,223 民設の認可保育所等や放課後児童クラブ 健康福祉部

童クラブ緊急支援 における新型コロナウイルス感染症対策に ［子ども・子

事業 伴う増加経費や環境整備経費等を助成 育て支援課］

感染症対策が引き続き必要なことから、

従来の支援交付金（10万円／施設）に追加

して助成

［助成率］

10/10

［助成上限額］

・固定部分：１施設当たり５万円

・変動部分：定員１人当たり１千円を

加算
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Ⅱ 県内経済や県民生活の回復に向けた施策
 県民による県内消費を喚起する施策 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

７ 貸切バス等による 50,000 外出自粛の影響により止まっていた県内 地域振興部

県民の県内移動支 の人の環流を促進し、県内の旅行や視察な ［交通対策課］

援事業 どの需要を喚起するため、貸切バス等の利

用料金の一部を助成

県内の人の環流を引き続き促進するため、

実施期間を延長

［実施期間］

令和３年３月末まで

（参考）

［助成対象者］

・貸切バス事業者

・レンタルバス利用者

［助成対象経費］

県内の市町村をまたがる旅行や行事

等で利用する貸切バスの運賃、レンタ

ルバスの基本料金等

［助成率］

2/3

［助成上限額］

契約１件あたり20万円
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 県内経済を回復させる施策 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

８ 新 水田農業経営安定 35,000 新型コロナウイルス感染症の影響により、 農林水産部

推進緊急対策 主食用米の民間在庫量が増加し価格低下が ［農畜産課］

懸念される中、農業経営を継続・安定させ

るため、需要に応じた米の生産や収益性の

高い水田園芸への転換を行う地域農業再生

協議会の取組を支援

［実施主体］

地域農業再生協議会

［主な支援内容］

・水田園芸に転換する意欲のある農業

者や、転作作物生産者に対する独自

支援

・主食用米やそれ以外の作物の販路開

拓活動

・座談会に代えて、各農業者への資料

の送付

［助成率］

1/2

［助成上限額］

１地域協議会当たり 500万円
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

９ 経営継続・次期作 39,372 新型コロナウイルス感染症の影響により 農林水産部

緊急支援事業 農産物等の契約取引の縮小や市場価格の低 ［産地支援課］

下などが発生する中、需要回復に向けた取

組を支援

生産転換支援に係る申請件数が想定を上

回ったことから、予算額を増額

（参考）

経営継続・次期作緊急支援事業の概要

①契約取引生産支援

契約取引の縮小等による影響を受け

ている野菜・花き・酒米などについて、

契約取引を継続するために必要な経費

を助成

［助成額］

10a当たり２万円（上限100万円）

②生産転換支援

需要のある生産への転換を進めるた

め、水田園芸、有機農業の新規導入等

に必要な経費を助成

［助成額］

10a当たり２万円（上限100万円）

など

③肉用牛の販路拡大支援

肥育農家が肉質分析等の結果を用い

て行う新たな販路拡大に必要な経費を

助成

［助成額］

１頭当たり1.8万円

（上限頭数１戸当たり120頭）
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

10 冬季における誘客 20,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

プロモーションの 冬季の落ち込みが見込まれる観光需要を下 ［観光振興課］

強化 支えするため、ＯＴＡと連携して実施する

「“美肌県しまね”冬旅キャンペーン」に

おいて、島根の地酒をプレゼントする宿泊

プランを造成

（参考）

“美肌県しまね”冬旅キャンペーン

［内容］

温泉や食など「美肌」をテーマとし

た宿泊プランの造成

［期間］

12月～３月

（注）ＯＴＡ：Online Travel Agent（インターネ

ット上で取引を行う旅行会社）の略
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Ⅲ 県民生活の支援
 県民生活の支援 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

11 生活福祉資金の特 964,492 新型コロナウイルス感染症の影響により、 健康福祉部

例貸付 休業や失業等で収入減少があった世帯に貸 ［地域福祉課］

し付ける特例の生活福祉資金について、貸

付の受付期間が延長されたことに伴い、貸

付原資を増額

［貸付受付期間］

令和２年12月末まで

［申込先］

市町村社会福祉協議会等

［負担割合］

国10/10

［貸付内容］

区 分
緊急小口資金

（休業された方向け）
総合支援資金

（失業された方等向け）

貸付上限 20万円以内 月20万円以内×原則３月以内

据置期間

償還期限 据置期間経過後２年以内 据置期間経過後10年以内

貸付利子

保証人

１年以内

無利子

不要
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(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

12 新 社会福祉施設にお 102,100 介護施設、障害者支援施設等において新 健康福祉部

ける簡易陰圧装置 型コロナウイルス感染症患者が発生した場 ［高齢者福祉

等整備支援事業 合の施設内での入所者等の感染拡大リスク 課］

を低減するため、簡易陰圧装置等の整備を ［障がい福祉

支援 課］

［助成対象施設］

・入所系の介護施設等

・障害者支援施設・障害児入所施設

［助成経費］

・簡易陰圧装置の整備経費

助成上限額 432万円／台

・換気設備の整備経費

助成上限額 居室面積×４千円

［負担割合］

国2/3・県1/3
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【減額補正等】 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

13 新型コロナウイル ▲481,873 令和２年度補正予算に計上した新型コロ 政策企画局

ス感染症対策予算 ナウイルス感染症対策予算について、減額 ［女性活躍推

の減額等 補正等を実施 進課］

①国費の追加配分に伴い、県単独事業を 総 務 部

国庫補助事業に振替 ［総 務 課］

・商業・サービス業感染症対応支援事業 ［人 事 課］

（国庫補助分）（注） ［管 財 課］

②事業の執行状況に応じた事業費の減額 農林水産部

・県立高校寄宿舎の長期休業期間にお ［産地支援課］

ける開寮費 ［林 業 課］

・県立学校寄宿舎の環境整備 商工労働部

・学習指導員等の追加配置（県立学校 ［しまねブラ

スクールサポートスタッフ分） ンド推進課］

・原木流通円滑化緊急対策事業 ［中小企業課］

・商業・サービス業感染症対応支援事業 教育委員会

（県単独分） ［教育施設課］

・しまねプレミアム飲食券 ［学校企画課］

・仕事と子育て両立環境緊急促進事業 ［教育指導課］

・県の業務継続体制の整備（テレワー

ク導入推進）

・県有施設の庁舎管理（庁舎消毒経費）

など

（単位：千円）

区分 事業費 一般財源

①振替分 750,000 250,000

②減額分 ▲ 1,231,873 ▲ 1,231,873

合計 ▲ 481,873 ▲ 981,873

（注）商業・サービス業感染症対応支援事業の予算額等の内訳 （単位：千円）

県予算

国 県

現計予算額 1,434,000 400,000 1,034,000 1,034,000 617,000 3,085,000

国庫補助分 600,000 400,000 200,000 200,000 200,000 1,000,000

県単独分 834,000 834,000 834,000 417,000 2,085,000

 11月補正 250,000 500,000 ▲ 250,000 ▲ 250,000 0 0

国庫補助分(①) 750,000 500,000 250,000 250,000 250,000 1,250,000

県単独分(②) ▲ 500,000 ▲ 500,000 ▲ 500,000 ▲ 250,000 ▲ 1,250,000

1,684,000 900,000 784,000 784,000 617,000 3,085,000 合計

区分 市町村 事業者 合計
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２ その他 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

14 財政調整基金への 531,407 新型コロナウイルス感染症の影響により 総 務 部

積立 来年度に延期する大規模イベントや今年度 ［財 政 課］

実施が見込まれない事業の予算を減額

その財源を財政調整基金に積み立て、令

和３年度当初予算の財源として活用

［減額する事業］

・全国植樹祭開催準備事業

・オリンピック・パラリンピック競技

大会レガシー（遺産）創出事業

・国民体育大会選手派遣事業

・外国人観光客誘致推進事業

・海外航空路開拓事業

・コンベンション誘致推進事業

・県内航空路線利用促進事業

・商業・サービス業県外展開支援事業

・しまね健康寿命延伸プロジェクト事業

など

［財政調整基金の残高見込み］

17,507百万円（Ｒ２年度末）

15 新 元ホテル宍道湖の 126,115 元ホテル宍道湖跡地を松江市に売却する 総 務 部

解体撤去 ため、建物の解体撤去を実施 ［管 財 課］

［事業期間］

Ｒ２～３

［売却予定面積］

19,335.18㎡

［売却見込額］

約8.5億円

［土地引き渡し時期］

Ｒ３年度末

［債務負担行為］

設定額 294,267千円（Ｒ３）
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（単位：千円）

Ｒ元年度 対前年度比

 現　計 １１月補正 計（Ａ） １１月現計（Ｂ） (Ａ）/（Ｂ) Ｒ２ Ｒ元

１ ．県 税 68,559,315 68,559,315 68,825,356 99.6% 12.9% 14.4% 

２ ．地 方 消 費 税 清 算 金 31,414,076 31,414,076 24,780,190 126.8% 5.9% 5.2% 

３ ．地 方 譲 与 税 14,152,000 14,152,000 14,101,000 100.4% 2.7% 2.9% 

４ ．地 方 特 例 交 付 金 336,000 336,000 858,670 39.1% 0.1% 0.2% 

５ ．地 方 交 付 税 181,508,000 181,508,000 177,598,000 102.2% 34.2% 37.1% 

〃 （含臨時財政対策債） (195,911,000) (195,911,000) (195,790,000) (100.1%) (37.0%) (40.9%)

６ ．交通安全対策特別交付金 194,000 194,000 201,000 96.5% 0.0% 0.0% 

７ ．分 担 金 及 び 負 担 金 1,913,380 1,913,380 1,865,888 102.5% 0.4% 0.4% 

８ ．使 用 料 及 び 手 数 料 4,202,215 4,202,215 4,210,243 99.8% 0.8% 0.9% 

９ ． 国 庫 支 出 金 124,122,944 3,516,001 127,638,945 85,633,721 149.1% 24.1% 17.9% 

10 ．財 産 収 入 1,809,998 1,809,998 1,832,397 98.8% 0.3% 0.4% 

11 ．寄 附 金 96,345 96,345 102,679 93.8% 0.0% 0.0% 

12 ．繰 入 金 17,415,011 95,300 17,510,311 19,101,105 91.7% 3.3% 4.0% 

13 ．繰 越 金 7,967,567 126,115 8,093,682 6,616,167 122.3% 1.5% 1.4% 

14 ．諸 収 入 12,480,778 12,480,778 11,222,131 111.2% 2.4% 2.3% 

15 ．県 債 60,113,300 60,113,300 62,171,975 96.7% 11.3% 13.0% 

〃 （除臨時財政対策債） (45,710,300) (45,710,300) (43,979,975) (103.9%) (8.6%) (9.2%)

合           計 526,284,929 3,737,416 530,022,345 479,120,522 110.6% 100.0% 100.0% 

１ ．議 会 費 944,509 944,509 1,018,346 92.7% 0.2% 0.2%

２ ．総 務 費 32,813,441 539,924 33,353,365 28,436,647 117.3% 6.3% 5.9%

３ ．民 生 費 66,326,935 1,100,615 67,427,550 56,713,800 118.9% 12.7% 11.8%

４ ．衛 生 費 35,054,507 2,772,582 37,827,089 21,771,574 173.7% 7.1% 4.5%

５ ．労 働 費 2,678,903 ▲ 100,000 2,578,903 2,389,275 107.9% 0.5% 0.5%

６ ．農 林 水 産 業 費 47,030,164 48,535 47,078,699 44,574,471 105.6% 8.9% 9.3%

７ ．商 工 費 23,354,818 ▲ 302,645 23,052,173 11,802,660 195.3% 4.3% 2.5%

８ ．土 木 費 87,789,890 87,789,890 85,151,351 103.1% 16.6% 17.8%

９ ． 警 察 費 21,303,374 ▲ 173,496 21,129,878 20,891,154 101.1% 4.0% 4.4%

10 ．教 育 費 93,053,210 ▲ 148,099 92,905,111 90,430,224 102.7% 17.5% 18.9%

11 ．災 害 復 旧 費 6,951,263 6,951,263 8,697,234 79.9% 1.3% 1.8%

12 ．公 債 費 76,099,064 76,099,064 81,000,762 93.9% 14.4% 16.9%

13 ．諸 支 出 金 32,393,851 32,393,851 25,943,024 124.9% 6.1% 5.4%

14 ．予 備 費 491,000 491,000 300,000 163.7% 0.1% 0.1%

合           計 526,284,929 3,737,416 530,022,345 479,120,522 110.6% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

　　歳　　　　出

令和２年度１１月補正予算  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

Ｒ２年度 構　成　比

　　歳　　　　入

区                 分
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Ｒ元年度 対前年度比較

現　計 １１月補正 計（A） １１月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｒ２ Ｒ元

1．義   務   的   経   費 240,293,490 ▲ 55,983 240,237,507 242,625,312 99.0% 45.4% 50.7% 

  (1) 人         件         費 123,308,338 ▲ 55,983 123,252,355 121,837,071 101.2% 23.3% 25.4% 

  (2) 公         債         費 75,857,422 75,857,422 80,733,455 94.0% 14.3% 16.9% 

  (3) 扶         助         費 41,127,730 41,127,730 40,054,786 102.7% 7.8% 8.4% 

2．普 通 建 設 事 業 費 113,215,032 174,730 113,389,762 107,227,308 105.7% 21.4% 22.4% 

  (1) 補   助   事   業   費 72,613,020 72,613,020 72,745,428 99.8% 13.7% 15.2% 

  (2) 単   独   事   業   費 31,044,053 174,730 31,218,783 24,738,762 126.2% 5.9% 5.2% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 8,152,506 8,152,506 8,379,033 97.3% 1.5% 1.7% 

 (4) 同級他団体事業負担金 10,600 10,600 9,100 116.5% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,394,853 1,394,853 1,354,985 102.9% 0.3% 0.3% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 6,692,216  6,692,216 8,430,292 79.4% 1.2% 1.8% 

  (1) 補   助   事   業   費 6,031,161 6,031,161 7,989,589 75.5% 1.1% 1.7% 

  (2) 単   独   事   業   費 661,055 661,055 409,000 161.6% 0.1% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 31,703 皆減 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 109,707,145 3,391,841 113,098,986 76,151,930 148.5% 21.3% 15.9% 

5．貸          付         金 6,986,639 6,986,639 7,000,873 99.8% 1.3% 1.5% 

6．繰          出         金 6,818,537 6,818,537 5,441,470 125.3% 1.3% 1.1% 

7．そ          の         他 42,571,870 226,828 42,798,698 32,243,337 132.7% 8.1% 6.7% 

合           計 526,284,929 3,737,416 530,022,345 479,120,522 110.6% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

令和２年度１１月補正予算  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）
( 単位 : 千円 )

区               分

Ｒ２年度 構　　成　　比
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県 予 算 規 模 の 推 移
                                                                                                  （単位：百万円） 

年度 ６月補正 ９月補正 11 月補正 ２月補正 その他 最終専決後当初 前年比
(％)

H19 ◎510,731 ▲2.4 5,916 663 3,691 追加提案 ▲13,974 507,797 

20 501,199 ▲1.9 3,288 1,515 2,619 

(経済対策  2,619)

23,195 

(経済対策23,127)

追加提案 ▲16,703 

3/24    15 

(強風災害)

516,262 

21 527,070 

(内経済対策

8,335)

+5.2 45,403 

(経済対策45,403)

15,635 

(経済対策 8,827)

1,399 

(経済対策     485)

26,516 

(経済対策25,974)

追加提案 ▲20,870 

(経済対策 5,921)

598,032 

22 535,493 

(内経済対策

25,706)

+1.6 200 4,864 

追加提案      4,044 

(経済対策  4,044)

440 

(経済対策     434)

追加提案    15,741 

(経済対策15,541)

①         267 

(除雪       267)

②       2,754 

(経済・緊急対策6,929)

追加提案 ▲20,132 

8/ 9     31 

(口蹄疫)

8/23  1,568 

(土砂災害)

552,554 

23 532,225 

(内経済・緊急対策

27,630)

▲0.6 6,298 

(経済対策  6,057)

2,913 

(経済・緊急対策767)

2,775 

(経済対策 2,250)

追加提案      9,144 

(経済対策  9,138)

7,087 

(経済対策   714)

追加提案  ▲21,034 

541,312 

24 527,651 ▲0.9 1,100 3,159 431 

追加提案①      673 

追加提案②   5,363 

(経済対策  4,194)

(給与   1,169)

追加提案③  2,572 

(経済対策  2,572)

30,075 

(経済対策31,325)

追加提案 ▲25,273 

5/14    390 

(雇用基金等)

543,693 

25 531,157 +0.7 558 ①           81 

(災害援護資金    81)

②       32,509 

(災害復旧24,856)

1,150 11,359 

(経済対策13,530)

追加提案 ▲38,451 

7/ 3     42 

(風しん抗体検査)

8/29    900 

(８月大雨災害)

538,588 

26 527,234 ▲0.7 369 3,577 2,794 

追加提案   1,533 

 (給与     924)

①     6,058 

(経済対策 7,315)

②       1,650 

追加提案 ▲32,037 

511,435 

27 529,966 +0.5 279 3,780 追加提案     918 

(給与     918)

12,051 

追加提案 ▲39,671 

533,770 

28 520,219 ▲1.8 437 4,703 

追加提案   16,118 

(経済対策16,118)

3,612 

(経済対策  3,612)

追加提案     414 

(給与     414)

1,804 

(経済対策  1,804)

追加提案 ▲40,171 

505,596 

29 511,771 ▲1.6 315 9,168 

追加提案       608 

43 

追加提案     808 

(給与     808)

13,143 

追加提案 ▲48,663 

485,734 

30 452,000 ▲11.7 

(+0.2)

819 9,235 185 

追加提案     481 

(給与     481)

17,153 

追加提案 ▲19,057 

4/20    202 

(西部地震)

7/20    338 

(７月豪雨災害)

456,410 

R 元 468,654 +3.7 321 9,503 232 

追加提案     410 

(給与     410)

13,235 

(経済対策  13,226)

追加提案 ▲24,851 

3/25    214 

(新型コロナウイルス対策)

465,700 

2 475,019 +1.4 4,390 

(新型コロナウイルス対策

4,390)

追加提案 12,001 

(新型コロナウイルス対策 

12,001)

 20,820 

(新型コロナウイルス対策

10,833)

3,737 

(新型コロナウイルス対策

増額 4,139 

減額 ▲482)

4/30  6,774 

(新型コロナウイルス対策)

5/22    724 

(新型コロナウイルス対策)

7/28    343 

(７月大雨災害)

7/31  6,214 

(新型コロナウイルス対策)

 (注)１．当初予算欄の◎は、統一地方選挙を控えた「骨格予算」

    ２．平成 25 年 3 月 29 日島根県告示第 231 号により定例県議会招集月を 12 月から 11 月に変更したため「11 月補正」に改称

   ３．平成 30 年度当初予算の前年比について、中小企業制度融資等預託金を含まない場合の予算額と比較した場合を（ ）で記載

-24-


